
 

 

令和４年１１月２５日提出 

 

 

 

 

令和４年１２月那須塩原市議会 

定例会議議案 

 

 

 

 

 

 

 

那須塩原市 

 





令和４年１２月那須塩原市議会定例会議付議事件 

議 案 番 号 件    名 主 管 

同意第 ５号 

議案第７７号 

議案第７８号 

議案第７９号 

議案第８０号 

議案第８１号 

議案第８２号 

議案第８３号 

議案第８４号 

議案第８５号 

議案第８６号 

議案第８７号 

議案第８８号 

議案第８９号 

 

議案第９０号 

議案第９１号 

議案第９２号 

議案第９３号 

議案第９４号 

議案第９５号 

議案第９６号 

議案第９７号 

 

議案第９８号 

議案第９９号 

議案第100号 

人権擁護委員の候補者の推薦について 

令和４年度那須塩原市一般会計補正予算（第８号） 

令和４年度那須塩原市国民健康保険特別会計補正予算（第３号） 

令和４年度那須塩原市後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号） 

令和４年度那須塩原市介護保険特別会計補正予算（第４号） 

令和４年度那須塩原市温泉事業特別会計補正予算（第４号） 

令和４年度那須塩原市産業団地造成事業特別会計補正予算（第２号） 

令和４年度那須塩原市水道事業会計補正予算（第１号） 

令和４年度那須塩原市下水道事業会計補正予算（第１号） 

個人情報の保護に関する法律施行条例の制定について 

那須塩原市放課後児童クラブ利用者負担金徴収条例の制定について 

那須塩原市部局設置条例の一部改正について 

那須塩原市情報公開条例の一部改正について 

那須塩原市の議会の議員及び長の選挙における選挙運動の公費負担

に関する条例の一部改正について 

那須塩原市職員の定年等に関する条例等の一部改正等について 

那須塩原市職員の給与に関する条例等の一部改正について 

那須塩原市手数料条例の一部改正について 

那須塩原市那須野が原博物館条例の一部改正について 

那須塩原市こども医療費助成に関する条例の一部改正について 

財産の処分について 

第２次那須塩原市総合計画後期基本計画について 

「日本国・那須塩原市」と「ベトナム社会主義共和国・カントー市」

相互協力に関する協定の締結について 

公の施設の指定管理者の指定について 

公の施設の指定管理者の指定について 

市道路線の認定及び廃止について 

企 画 部 

総 務 部 

保健福祉部 

保健福祉部 

保健福祉部 

塩原支所 

産業観光部 

上下水道部 

上下水道部 

総 務 部 

子ども未来部 

総 務 部 

総 務 部 

選挙管理委

員会事務局 

総 務 部 

総 務 部 

総 務 部 

教 育 部 

子ども未来部 

産業観光部 

企 画 部 

企 画 部 

 

保健福祉部 

教 育 部 

建 設 部 



同意 第５号 

 

 

人権擁護委員の候補者の推薦について 

 

次の者を人権擁護委員として推薦したいので、人権擁護委員法（昭和２４年法律第

１３９号）第６条第３項の規定により、議会の意見を求める。 

 

令和４年１１月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎   

 

 

住  所  那須塩原市関谷６９番地５ 

氏  名  室井 英子 

生年月日  昭和３３年 ９月 ８日 

 

 

住  所  那須塩原市島方５５１番地６ 

氏  名  片岡 一郎 

生年月日  昭和３５年 ２月１０日 
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議案 第７７号 

 

 

令和４年度那須塩原市一般会計補正予算（第８号） 

 

令和４年度那須塩原市一般会計補正予算（第８号）を別冊のとおり提出する。 

 

令和４年１１月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 
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議案 第７８号 

 

 

令和４年度那須塩原市国民健康保険特別会計補正予算（第３号） 

 

令和４年度那須塩原市国民健康保険特別会計補正予算（第３号）を別冊のとおり提

出する。 

 

令和４年１１月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 
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議案 第７９号 

 

 

令和４年度那須塩原市後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号） 

 

令和４年度那須塩原市後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）を別冊のとおり

提出する。 

 

令和４年１１月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 
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議案 第８０号 

 

 

令和４年度那須塩原市介護保険特別会計補正予算（第４号） 

 

令和４年度那須塩原市介護保険特別会計補正予算（第４号）を別冊のとおり提出す

る。 

 

令和４年１１月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 
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議案 第８１号 

 

 

令和４年度那須塩原市温泉事業特別会計補正予算（第４号） 

 

令和４年度那須塩原市温泉事業特別会計補正予算（第４号）を別冊のとおり提出す

る。 

 

令和４年１１月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎   
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議案 第８２号 

 

 

令和４年度那須塩原市産業団地造成事業特別会計補正予算（第２号） 

 

令和４年度那須塩原市産業団地造成事業特別会計補正予算（第２号）を別冊のとお

り提出する。 

 

令和４年１１月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 
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議案 第８３号 

 

 

令和４年度那須塩原市水道事業会計補正予算（第１号） 

 

令和４年度那須塩原市水道事業会計補正予算（第１号）を別冊のとおり提出する。 

 

令和４年１１月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 
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議案 第８４号 

 

 

令和４年度那須塩原市下水道事業会計補正予算（第１号） 

 

令和４年度那須塩原市下水道事業会計補正予算（第１号）を別冊のとおり提出する。 

 

令和４年１１月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 
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議案 第８５号 

 

 

個人情報の保護に関する法律施行条例の制定について 

 

上記議案を提出する。 

 

令和４年１１月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 

 

 

個人情報の保護に関する法律施行条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号。以

下「法」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例で使用する用語の意義は、次項に定めるもののほか、法及び個人

情報の保護に関する法律施行令（平成１５年政令第５０７号）で使用する用語の

例による。 

２ この条例において、実施機関とは、市長、教育委員会、選挙管理委員会、監査

委員、公平委員会、農業委員会及び固定資産評価審査委員会をいう。 

（個人情報ファイル簿の届出等） 

第３条 実施機関は、法第７５条第１項の規定により同項に規定する個人情報ファ

イル簿を作成し、公表するときは、あらかじめ、当該個人情報ファイル簿を市長

に届け出なければならない。 

２ 実施機関は、届け出た個人情報ファイル簿の内容を変更するときは、あらかじ

め、その内容を市長に届け出なければならない。 

３ 実施機関は、やむを得ないときは、個人情報ファイル簿を作成し、又は届け出

た内容を変更した時以後に前２項の規定による届出をすることができる。 

（手数料等） 

第４条 法第８９条第２項の規定により納めなければならない法第７６条の規定に
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よる開示の請求に係る手数料の額は、那須塩原市手数料条例（平成１７年那須塩

原市条例第６７号）で定めるところによる。 

２ 前項に規定する手数料の納付は、申請の時にしなければならない。この場合に

おいて、請求する地方公共団体等行政文書の数が明らかでないときは開示請求す

る地方公共団体等行政文書１件分の手数料を納付するものとし、その数が明らか

になったときは速やかに残りの地方公共団体等行政文書の分の手数料を納付する

ものとする。 

３ 法第８７条第１項の規定により、保有個人情報の写しその他の物（以下「写し

等」という。）の交付を受ける者は、規則で定めるところにより、写し等の作成

及び交付に要する費用を負担しなければならない。 

（審査会への諮問） 

第５条 実施機関は、次のいずれかに該当する場合において、個人情報の適正な取

扱いを確保するため専門的な知見に基づく意見を聴くことが特に必要であると認

めるときは、那須塩原市情報公開・個人情報保護審査会設置条例（平成２０年那

須塩原市条例第３０号）第１条に規定する那須塩原市情報公開・個人情報保護審

査会に諮問することができる。 

⑴ この条例の規定を改正し、又は廃止しようとする場合 

⑵ 法第６６条第１項の規定により講ずる措置の基準を定めようとする場合 

⑶ 前２号の場合のほか、実施機関における個人情報の取扱いに関する運用上の

細則を定めようとする場合 

（委任） 

第６条 この条例に定めるもののほか、法の施行に関し必要な事項は、実施機関が

定める。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（検討） 

第２条 市長は、令和５年４月１日から起算して、少なくとも５年を経過するごと

に、この条例の施行の状況に応じて見直しを行い、その結果に基づいて必要な措

置を講ずるものとする。 

（那須塩原市個人情報保護条例の廃止） 

第３条 那須塩原市個人情報保護条例（平成２０年那須塩原市条例第３２号。以下

11



「旧条例」という。）は、廃止する。 

（旧条例の廃止に伴う経過措置） 

第４条 次に掲げる者に係る旧条例第８条の規定によるその業務に関して知り得た

旧条例第２条第２号に規定する個人情報（以下「旧個人情報」という。）の内容

をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に利用してはならない義務について

は、前条の規定の施行後も、なお従前の例による。 

⑴ 前条の規定の施行の際現に旧条例第２条第１号に規定する実施機関（以下

「旧実施機関」という。）の職員である者又は前条の規定の施行前において旧実

施機関の職員であった者のうち、前条の規定の施行前において旧個人情報の取

扱いに従事していた者 

⑵ 前条の規定の施行前において旧実施機関から旧個人情報の取扱いの委託を受

けた業務に従事していた者 

⑶ 前条の規定の施行前において旧条例第７条第３項の公の施設の管理に従事し

ていた者 

２ 前条の規定の施行の日前に旧条例第１２条又は第１７条の規定による請求がさ

れた場合における旧条例に規定する保有個人情報の開示、訂正及び利用停止につ

いては、なお従前の例による。 

３ 次に掲げる者が、正当な理由がないのに、前条の規定の施行前において旧実施

機関が保有していた個人の秘密に属する事項が記録された旧条例第２条第９号に

規定する個人情報ファイル（その全部又は一部を複製し、又は加工したものを含

み、法第６０条第２項に規定する個人情報ファイルを除く。）を前条の規定の施

行後に提供したときは、２年以下の懲役又は１００万円以下の罰金に処する。 

⑴ 前条の規定の施行の際現に旧実施機関の職員である者又は同条の規定の施行

前において旧実施機関の職員であった者 

⑵ 第１項第２号又は第３号に掲げる者 

４ 前項各号に掲げる者が、その業務に関して知り得た前条の規定の施行前におい

て旧実施機関が保有していた旧条例第２条第５号に規定する保有個人情報（法第

６０条第１項に規定する保有個人情報を除く。）を前条の規定の施行後に自己若

しくは第三者の不正な利益を図る目的で提供し、又は盗用したときは、１年以下

の懲役又は５０万円以下の罰金に処する。 

第５条 附則第３条の規定により旧条例の規定がその効力を失う前にした違反行為

の処罰については、その失効後も、なお従前の例による。 
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（那須塩原市情報公開・個人情報保護審査会設置条例の一部改正） 

第６条 那須塩原市情報公開・個人情報保護審査会設置条例（平成２０年那須塩原

市条例第３０号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「（那須塩原市情報公開条例（平成２０年那須塩原市条例第３１号）第

２条第１号及び那須塩原市個人情報保護条例（平成２０年那須塩原市条例第３２

号）第２条第１号に規定する実施機関をいう。以下同じ。）」を削る。 

第１１条を第１３条とし、第８条から第１０条までを２条ずつ繰り下げる。 

第７条を第８条とし、同条の次に次の１条を加える。 

（委員による調査手続） 

第９条 審査会は、必要があると認めるときは、その指名する委員に、第７条第

１項の規定により提示された行政文書若しくは保有個人情報又は同条第２項の

規定により提示された行政文書を閲覧させることができる。 

第６条第１項中「実施機関」を「諮問庁」に改め、「（那須塩原市情報公開条例

第２条第２号に規定する行政文書をいう。以下同じ。）」及び「（那須塩原市個人情

報保護条例第２条第３号に規定する保有個人情報をいう。以下同じ。）」を削り、

同条第２項中「前項」を「前各項（第３項を除く。）」に、「実施機関」を「諮問

庁」に改め、同項を同条第６項とし、同条第１項の次に次の４項を加える。 

２ 審査会は、必要があると認めるときは、意見請求庁に対し、当該意見請求庁

からの意見の求めに係る行政文書の提示を求めることができる。この場合にお

いて、何人も、審査会に対し、その提示された行政文書の開示を求めることが

できない。 

３ 諮問庁及び意見請求庁は、審査会から第１項前段又は前項前段の規定による

求めがあったときは、これを拒んではならない。 

４ 審査会は、必要があると認めるときは、諮問庁に対し、行政文書に記録され

ている情報又は保有個人情報に含まれている情報の内容を審査会の指定する方

法により分類し、又は整理した資料を作成し、審査会に提出するよう求めるこ

とができる。 

５ 審査会は、必要があると認めるときは、意見請求庁に対し、行政文書に記録

されている情報の内容を審査会の指定する方法により分類し、又は整理した資

料を作成し、審査会に提出するよう求めることができる。 

第６条を第７条とし、第５条を第６条とし、第４条を第５条とする。 

第３条に次の１項を加える。 
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４ 市長は、委員が心身の故障のため職務の執行ができないと認めるとき、又は

委員に職務上の義務違反その他委員たるに適しない非行があると認めるとき

は、その委員を罷免することができる。 

第３条を第４条とする。 

第２条第１号中「那須塩原市情報公開条例」を「情報公開条例」に改め、「実施

機関からの」を削り、「応じ、」の次に「審査請求について」を加え、同条第２号

を次のように改める。 

⑵ 法第１０５条第３項において準用する同条第１項の規定による諮問に応

じ、審査請求について調査審議すること。 

第２条第３号中「那須塩原市情報公開条例」を「情報公開条例」に改め、「若し

くは那須塩原市個人情報保護条例第５条第２項第５号、第９条第１項第８号、第

１０条ただし書、第１３条第８号、第３０条第２項、第３１条第２項若しくは第

３２条第２項」を削り、同号を同条第６号とし、同条第２号の次に次の３号を加

える。 

⑶ 議会条例第４５条第１項の規定による諮問に応じ、審査請求について調査

審議すること。 

⑷ 個人情報の保護に関する法律施行条例第５条の規定による諮問に応じ、調

査審議すること。 

⑸ 議会条例第５０条の規定による諮問に応じ、調査審議すること。 

第２条を第３条とし、第１条の次に次の１条を加える。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める

ところによる。 

⑴ 実施機関 市長、教育委員会、選挙管理委員会、監査委員、公平委員会、

農業委員会、固定資産評価審査委員会及び議会をいう。 

⑵ 諮問庁 次に掲げるものをいう。 

ア 那須塩原市情報公開条例（平成２０年那須塩原市条例第３１号。以下

「情報公開条例」という。）第１５条第１項の規定により審査会に諮問をし

た実施機関 

イ 個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号。以下「法」と

いう。）第１０５条第３項の規定において準用する同条第１項の規定により

審査会に諮問をした実施機関 
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ウ 那須塩原市議会の個人情報の保護に関する条例（令和４年那須塩原市条

例第 号。以下「議会条例」という。）第４５条第１項の規定により審査会

に諮問をした議長 

⑶ 意見請求庁 情報公開条例第６条第７号、第１８条第３項、第１９条第３

項又は第２０条第２項の規定により、行政文書等の取扱いについて意見を求

めた実施機関をいう。 

⑷ 行政文書 情報公開条例第１１条第１項又は第２項に規定する開示決定等

に係る行政文書（情報公開条例第２条第２号に規定する行政文書をいう。）を

いう。 

⑸ 保有個人情報 次に掲げる保有個人情報をいう。 

ア 法第７８条第１項第４号、第９４条第１項又は第１０２条第１項に規定

する開示決定等、訂正決定等又は利用停止決定等に係る保有個人情報（法

第６０条第１項に規定する保有個人情報をいう。） 

イ 議会条例第２０条第５号ア、第３５条第１項又は第４２条第１項に規定

する開示決定等、訂正決定等又は利用停止決定等に係る保有個人情報（議

会条例第２条第４項に規定する保有個人情報をいう。） 

（那須塩原市情報公開・個人情報保護審査会設置条例の一部改正に伴う経過措

置） 

第７条 旧条例第１２条又は第１７条の規定により請求された旧条例第２条第５号

に規定する保有個人情報に係る決定又は不作為についての審査請求に係る調査審

議は、なお従前の例による。 
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議案 第８６号 

 

 

那須塩原市放課後児童クラブ利用者負担金徴収条例の制定について 

 

上記議案を提出する。 

 

令和４年１１月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 

 

 

那須塩原市放課後児童クラブ利用者負担金徴収条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第３４条の８第１

項の規定に基づき、市が実施する放課後児童健全育成事業（以下「児童クラブ」

という。）における利用者負担金（以下「負担金」という。）の徴収に関し必要

な事項を定めるものとする。 

（納入義務者） 

第２条 児童クラブを利用する児童の保護者は、当該利用に係る負担金を納入しな

ければならない。 

２ 既に納入された負担金は還付しない。ただし、市長が特別の理由があると認め

たときは、この限りでない。 

（負担金の額） 

第３条 負担金の額は、別表に定める額とする。 

（負担金の納入期限） 

第４条 負担金の納入期限は、利用した日の属する月の翌月の末日とする。 

（負担金の減免） 

第５条 市長は、特別の理由があると認めるときは、負担金を減額し、又は免除す

ることができる。 

（委任） 

第６条 この条例に定めるもののほか、負担金の徴収に関し必要な事項は、市長が

16



別に定める。 

附 則 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

別表（第３条関係） 

利用区分 児童クラブを利用する児童１人当たりの負担金の額 

定

期

利

用 

月曜日から

金曜日まで

（午後６時

まで） 

⑴ 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）の適用を受

ける世帯に属する児童 無償 

⑵ 教育委員会から就学援助費の交付決定を受けている世

帯に属する児童 月額３，７００円 

⑶ 前２号に掲げる児童以外の児童 月額５，７００円 

土曜日 日額５００円 

延長（午後６

時から午後

７時まで） 

定額利用 ３０分ごとに月額１，０００円 

随時利用 ３０分ごとに１００円 

一

時

利

用 

月曜日から

金曜日まで 

日額４００円 

土曜日 日額８００円 

学校休業日 日額８００円 

備考 

１ 児童クラブの運営上必要とするおやつ代、保険料その他の経費の実費は、別

途保護者が負担するものとする。 

２ 「定期利用」とは、１箇月を単位とした児童クラブの利用をいう。 

３ 「一時利用」とは、１日を単位とした児童クラブの利用をいう。 

４ 「学校休業日」とは、教育委員会が規則で定める休業日から国民の祝日に関

する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日及び日曜日を除いた日

をいう。 
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議案 第８７号 

 

 

那須塩原市部局設置条例の一部改正について 

 

上記議案を提出する。 

 

令和４年１１月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 

 

 

那須塩原市部局設置条例の一部を改正する条例 

那須塩原市部局設置条例（平成１９年那須塩原市条例第３５号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第２条第１号中イを削り、ウをイとし、エからクまでをウからキまでとし、同条

第２号中スをセとし、エからシまでをオからスまでとし、ウの次に次のように加え

る。 

  エ 行財政改革に関すること。 

 第２条第５号カ中「こと」の次に「（子ども未来部の所管に属するものを除く。）」

を加え、同条第６号に次のように加える。 

  ウ 母子保健に関すること。 

附 則 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。 
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議案 第８８号 

 

 

那須塩原市情報公開条例の一部改正について 

 

上記議案を提出する。 

 

令和４年１１月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 

 

 

那須塩原市情報公開条例の一部を改正する条例 

第５条第１項第１号中「法人」の次に「その他の団体」を加える。 

第１３条を次のように改める。 

（手数料等） 

第１３条 開示請求をする者は、那須塩原市手数料条例（平成１７年那須塩原市条

例第６７号）で定めるところにより、手数料を納めなければならない。 

２ 前項に規定する手数料の納付は、申請の時にしなければならない。この場合に

おいて、請求する行政文書の数が明らかでないときは開示請求する行政文書１件

分の手数料を納付するものとし、その数が明らかになったときは速やかに残りの

行政文書の分の手数料を納付するものとする。 

３ 前条第１項の規定により、行政文書の写しその他の物（以下「写し等」とい

う。）の交付を受ける者は、規則で定めるところにより、写し等の作成及び交付

に要する費用を負担しなければならない。 

附 則 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、第５条の改正規定は、公

布の日から施行する。 
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議案 第８９号 

 

 

那須塩原市の議会の議員及び長の選挙における選挙運動の公費負担に関する

条例の一部改正について 

 

上記議案を提出する。 

 

令和４年１１月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎   

 

 

那須塩原市の議会の議員及び長の選挙における選挙運動の公費負担に関する

条例の一部を改正する条例 

那須塩原市の議会の議員及び長の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例

（平成１７年那須塩原市条例第２６号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「関して」を「関し」に改める。 

第４条第２号ア中「１万５，８００円」を「１万６，１００円」に改め、同号イ中

「７，５６０円」を「７，７００円」に改める。 

第８条中「７円５１銭」を「７円７３銭」に改める。 

第１１条中「５２５円６銭」を「５４１円３１銭」に、「３１万５００円」を「３１

万６，２５０円」に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案 第９０号 

 

 

那須塩原市職員の定年等に関する条例等の一部改正等について 

 

上記議案を提出する。 

 

令和４年１１月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 

 

 

那須塩原市職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例 

（那須塩原市職員の定年等に関する条例の一部改正） 

第１条 那須塩原市職員の定年等に関する条例（平成１７年那須塩原市条例第３３号）

の一部を次のように改正する。 

題名の次に次の目次及び章名を付する。 

目次 

第１章 総則（第１条） 

第２章 定年制度（第２条―第５条） 

第３章 管理監督職勤務上限年齢制（第６条―第１１条） 

第４章 定年前再任用短時間勤務制（第１２条・第１３条） 

第５章 雑則（第１４条） 

附則 

第１章 総則 

第１条中「第２６１号」の次に「。以下「法」という。」を加え、「第２８条の

２第１項から第３項まで及び第２８条の３」を「第２２条の４第１項及び第２項、

第２２条の５第１項、第２８条の２、第２８条の５、第２８条の６第１項から第３

項まで並びに第２８条の７」に改め、同条の次に次の章名を付する。 

第２章 定年制度 

第３条中「６０年」を「６５年」に改める。 

第４条第１項中「次の各号のいずれかに該当する」を「次に掲げる事由がある」
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に、「その職員に」を「同条の規定にかかわらず、当該職員に」に、「その職員を

当該」を「当該職員を当該定年退職日において従事している」に、「引き続いて」

を「、引き続き」に改め、同項に次のただし書を加える。 

ただし、第９条第１項から第４項までの規定により異動期間（第９条第１項に

規定する異動期間をいう。以下この項及び次項において同じ。）（第９条第１項

又は第２項の規定により延長された異動期間を含む。）を延長した職員であって

定年退職日において管理監督職（第６条に規定する職をいう。以下この条及び第

３章において同じ。）を占めている職員については、第９条第１項又は第２項の

規定により当該異動期間を延長した場合であって引き続き勤務させることにつ

いて市長の承認を得たときに限るものとし、当該期限は、当該職員が占めている

管理監督職に係る異動期間の末日の翌日から起算して３年を超えることができ

ない。 

第４条第１項第１号中「その」を「当該」に改め、「より」の次に「生ずる欠員

を容易に補充することができず」を加え、「とき」を「こと」に改め、同項第２号

中「その職員」を「当該職員」に、「できないとき」を「できず公務の運営に著し

い支障が生ずること」に改め、同項第３号中「その」を「当該」に、「とき」を「こ

と」に改め、同条第２項中「前項の事由」を「前項各号に掲げる事由」に、「存す

る」を「ある」に改め、「ときは、」の次に「これらの期限の翌日から起算して」

を加え、同項ただし書中「その」を「当該」に改め、「定年退職日」の次に「（同

項ただし書に規定する職員にあっては、当該職員が占めている管理監督職に係る異

動期間の末日）」を加え、同条第３項中「引き続いて」を「引き続き」に改め、同

条第４項中「任命権者は」の次に「、第１項の規定により引き続き勤務することと

された職員及び第２項の規定により期限が延長された職員について」を加え、「第

１項の事由」を「第１項各号に掲げる事由」に、「存しなくなった」を「なくなっ

た」に、「その」を「当該」に、「繰り上げて退職させることができる」を「繰り

上げるものとする」に改める。 

第５条の次に次の３章を加える。 

第３章 管理監督職勤務上限年齢制 

（管理監督職勤務上限年齢制の対象となる管理監督職） 

第６条 法第２８条の２第１項に規定する条例で定める職は、次の各号に掲げる職

とする。 

⑴ 那須塩原市職員の給与に関する条例（平成１７年那須塩原市条例第５０号）
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第７条の２第１項に規定する管理職手当の支給を受ける職員の職及び那須塩

原市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（平成１７年那須塩原市条例

第１９８号）第４条に規定する管理職手当の支給を受ける職員の職 

⑵ 行政職給料表の５級以上の給料を受ける職員の職（前号に掲げる職を除く。） 

（管理監督職勤務上限年齢） 

第７条 法第２８条の２第１項に規定する管理監督職勤務上限年齢は、年齢６０年

とする。 

（他の職への降任等を行うに当たって遵守すべき基準） 

第８条 任命権者は、法第２８条の２第４項に規定する他の職への降任等（以下こ

の章において「他の職への降任等」という。）を行うに当たっては、法第１３条、

第１５条、第２３条の３、第２７条第１項及び第５６条に定めるもののほか、次

に掲げる基準を遵守しなければならない。 

⑴ 当該職員の人事評価の結果又は勤務の状況及び職務経験等に基づき、降任又

は転任（降給を伴う転任に限る。）（以下この条及び第１０条において「降任

等」という。）をしようとする職の属する職制上の段階の標準的な職に係る法

第１５条の２第１項第５号に規定する標準職務遂行能力（次条第３項において

「標準職務遂行能力」という。）及び当該降任等をしようとする職についての

適性を有すると認められる職に、降任等をすること。 

⑵ 人事の計画その他の事情を考慮した上で、管理監督職以外の職のうちできる

限り上位の職制上の段階に属する職に、降任等をすること。 

⑶ 当該職員の他の職への降任等をする際に、当該職員が占めていた管理監督職

が属する職制上の段階より上位の職制上の段階に属する管理監督職を占める

職員（以下この号において「上位職職員」という。）の他の職への降任等もす

る場合には、第１号に掲げる基準に従った上での状況その他の事情を考慮して

やむを得ないと認められる場合を除き、上位職職員の降任等をした職が属する

職制上の段階と同じ職制上の段階又は当該職制上の段階より下位の職制上の

段階に属する職に、降任等をすること。 

（管理監督職勤務上限年齢による降任等及び管理監督職への任用の制限の特例） 

第９条 任命権者は、他の職への降任等をすべき管理監督職を占める職員について、

次に掲げる事由があると認めるときは、当該職員が占める管理監督職に係る異動

期間（当該管理監督職に係る管理監督職勤務上限年齢に達した日の翌日から同日

以後における最初の４月１日までの間をいう。以下この章において同じ。）の末
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日の翌日から起算して１年を超えない期間内（当該期間内に定年退職日がある職

員にあっては、当該異動期間の末日の翌日から定年退職日までの期間内。第３項

において同じ。）で当該異動期間を延長し、引き続き当該管理監督職を占める職

員に、当該管理監督職を占めたまま勤務をさせることができる。 

⑴ 当該職務が高度の知識、技能又は経験を必要とするものであるため、当該職

員の他の職への降任等により生ずる欠員を容易に補充することができず公務

の運営に著しい支障が生ずること。 

⑵ 当該職務に係る勤務環境その他の勤務条件に特殊性があるため、当該職員の

他の職への降任等による欠員を容易に補充することができず公務の運営に著

しい支障が生ずること。 

⑶ 当該職務を担当する者の交替が当該業務の遂行上重大な障害となる特別の

事情があるため、当該職員の他の職への降任等により公務の運営に著しい支障

が生ずること。 

２ 任命権者は、前項又はこの項の規定により異動期間（これらの規定により延長

された期間を含む。）が延長された管理監督職を占める職員について、前項各号

に掲げる事由が引き続きあると認めるときは、市長の承認を得て、延長された当

該異動期間の末日の翌日から起算して１年を超えない期間内（当該期間内に定年

退職日がある職員にあっては、延長された当該異動期間の末日の翌日から定年退

職日までの期間内。第４項において同じ。）で延長された当該異動期間を更に延

長することができる。ただし、更に延長される当該異動期間の末日は、当該職員

が占める管理監督職に係る異動期間の末日の翌日から起算して３年を超えるこ

とができない。 

３ 任命権者は、第１項の規定により異動期間を延長することができる場合を除き、

他の職への降任等をすべき特定管理監督職群（職務の内容が相互に類似する複数

の管理監督職であって、これらの欠員を容易に補充することができない年齢別構

成その他の特別の事情がある管理監督職として規則で定める管理監督職をいう。

以下この項において同じ。）に属する管理監督職を占める職員について、当該特

定管理監督職群に属する管理監督職の属する職制上の段階の標準的な職に係る

標準職務遂行能力及び当該管理監督職についての適性を有すると認められる職

員（当該管理監督職に係る管理監督職勤務上限年齢に達した職員を除く。）の数

が当該管理監督職の数に満たない等の事情があるため、当該職員の他の職への降

任等により当該管理監督職に生ずる欠員を容易に補充することができず業務の
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遂行に重大な障害が生ずると認めるときは、当該職員が占める管理監督職に係る

異動期間の末日の翌日から起算して１年を超えない期間内で当該異動期間を延

長し、引き続き当該管理監督職を占めている職員に当該管理監督職を占めたまま

勤務をさせ、又は当該職員を当該管理監督職が属する特定管理監督職群の他の管

理監督職に降任し、若しくは転任することができる。 

４ 任命権者は、第１項若しくは第２項の規定により異動期間（これらの規定によ

り延長された期間を含む。）が延長された管理監督職を占める職員について前項

に規定する事由があると認めるとき（第２項の規定により延長された当該異動期

間を更に延長することができるときを除く。）、又は前項若しくはこの項の規定

により異動期間（前３項又はこの項の規定により延長された期間を含む。）が延

長された管理監督職を占める職員について前項に規定する事由が引き続きある

と認めるときは、市長の承認を得て、延長された当該異動期間の末日の翌日から

起算して１年を超えない期間内で延長された当該異動期間を更に延長すること

ができる。 

（異動期間の延長等に係る職員の同意） 

第１０条 任命権者は、前条第１項から第４項までの規定により異動期間を延長す

る場合及び同条第３項の規定により他の管理監督職に降任等をする場合には、あ

らかじめ職員の同意を得なければならない。 

（異動期間の延長事由が消滅した場合の措置） 

第１１条 任命権者は、第９条の規定により異動期間を延長した場合において、当

該異動期間の末日の到来前に当該異動期間の延長の事由が消滅したときは、他の

職への降任等をするものとする。 

第４章 定年前再任用短時間勤務制 

（定年前再任用短時間勤務職員の任用） 

第１２条 任命権者は、年齢６０年に達した日以後に退職（臨時的に任用される職

員その他の法律により任期を定めて任用される職員及び非常勤職員が退職する

場合を除く。）をした者（以下この条及び次条において「年齢６０年以上退職者」

という。）を、従前の勤務実績その他の規則で定める情報に基づく選考により、

短時間勤務の職（当該職を占める職員の１週間当たりの通常の勤務時間が、常時

勤務を要する職でその職務が当該短時間勤務の職と同種の職を占める職員の１

週間当たりの通常の勤務時間に比し短い時間である職をいう。以下この条及び次

条において同じ。）に採用することができる。ただし、年齢６０年以上退職者が
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その者を採用しようとする短時間勤務の職に係る定年退職日相当日（短時間勤務

の職を占める職員が、常時勤務を要する職でその職務が当該短時間勤務の職と同

種の職を占めているものとした場合における定年退職日をいう。）を経過した者

であるときは、この限りでない。 

第１３条 任命権者は、前条本文の規定によるほか、組合（市が加入する地方自治

法（昭和２２年法律第６７号）第２８４条第１項に規定する一部事務組合及び広

域連合をいう。）の年齢６０年以上退職者を、従前の勤務実績その他の規則で定

める情報に基づく選考により、短時間勤務の職に採用することができる。 

２ 前項の場合においては、前条ただし書の規定を準用する。 

第５章 雑則 

（委任） 

第１４条 この条例の実施に関し必要な事項は、規則で定める。 

附則を附則第１項とし、同項に見出しとして「（施行期日）」を付し、附則に次

の２項を加える。 

（定年に関する経過措置） 

２ 令和５年４月１日から令和１３年３月３１日までの間における第３条の規定

の適用については、次の表の左欄に掲げる期間の区分に応じ、同条中「６５年」

とあるのはそれぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

令和５年４月１日から令和７年３月３１日まで ６１年 

令和７年４月１日から令和９年３月３１日まで ６２年 

令和９年４月１日から令和１１年３月３１日まで ６３年 

令和１１年４月１日から令和１３年３月３１日まで ６４年 

（情報の提供及び勤務の意思の確認） 

３ 任命権者は、当分の間、職員（臨時的に任用される職員その他の法律により任

期を定めて任用される職員及び非常勤職員を除く。以下この項において同じ。）

が年齢６０年に達する日の属する年度の前年度（以下この項において「情報の提

供及び勤務の意思の確認を行うべき年度」という。）（情報の提供及び勤務の意

思の確認を行うべき年度に職員でなかった者で、当該情報の提供及び勤務の意思

の確認を行うべき年度の末日後に採用された職員（異動等により情報の提供及び

勤務の意思の確認を行うべき年度の末日を経過することとなった職員（以下この

項において「末日経過職員」という。）を除く。）にあっては、当該職員が採用

された日から同日の属する年度の末日までの期間、末日経過職員にあっては、当
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該職員の異動等の日が属する年度（当該日が年度の初日である場合は、当該年度

の前年度））において、当該職員に対し、当該職員が年齢６０年に達する日以後

に適用される任用及び給与に関する措置の内容その他の必要な情報を提供する

ものとするとともに、同日の翌日以後における勤務の意思を確認するよう努める

ものとする。 

（那須塩原市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例の一部改

正） 

第２条 那須塩原市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例（平成２

４年那須塩原市条例第３２号）の一部を次のように改正する。 

第１０条第３項中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」

に改める。 

（那須塩原市公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部改正） 

第３条 那須塩原市公益的法人等への職員の派遣等に関する条例（平成１７年那須塩

原市条例第３１号）の一部を次のように改正する。 

第２条第２項第１号中「（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２８条

の４第１項又は同法第２８条の６第１項の規定により採用される職員を除く。）」

を削り、同項第３号中「地方公務員法」の次に「（昭和２５年法律第２６１号）」

を加え、同項中第５号を第６号とし、第４号の次に次の１号を加える。 

⑸ 定年等条例第９条第１項から第４項までの規定により異動期間（これらの規

定により延長された期間を含む。）を延長された管理監督職を占める職員 

（那須塩原市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部改正） 

第４条 那須塩原市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１７年那須塩

原市条例第２１２号）の一部を次のように改正する。 

第２条第２項中「第２８条の５第１項」を「第２２条の４第１項」に改める。 

（那須塩原市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例の一部改正） 

第５条 那須塩原市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例（平成１７年那須塩原市

条例第３５号）の一部を次のように改正する。 

第３条中「６月以下」の次に「の期間、その発令の日に受ける」を加え、同条に

後段として次のように加える。 

この場合において、その減ずる額が現に受ける給料の１０分の１に相当する額

を超えるときは、当該額を減ずるものとする。 

（那須塩原市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部改正） 
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第６条 那須塩原市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例（平成１７年那須塩

原市条例第３８号）の一部を次のように改正する。 

第２条第３項中「第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は第２８条の６第

１項若しくは第２項」を「第２２条の４第１項又は第２２条の５第１項若しくは第

２項」に、「第２８条の５第１項に」を「第２２条の４第１項に」に、「再任用短

時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。 

第３条及び第４条第２項中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤

務職員」に改める。 

第８条の２第１項第１号中「（義務教育学校の前期課程を含む。以下同じ。）」

を削り、同項第２号中「小学校」を「小学校、義務教育学校の前期課程又は特別支

援学校の小学部」に改める。 

第１２条第１項第１号及び第１９条中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任

用短時間勤務職員」に改める。 

別表第１の１６の項中「（義務教育学校の後期課程を含む。以下同じ。）」を削

る。 

（那須塩原市職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

第７条 那須塩原市職員の育児休業等に関する条例（平成１７年那須塩原市条例第３

９号）の一部を次のように改正する。 

第２条中第４号を第５号とし、第３号を第４号とし、第２号の次に次の１号を加

える。 

⑶ 那須塩原市職員の定年等に関する条例第９条第１項から第４項までの規定

により異動期間（これらの規定により延長された期間を含む。）を延長された

管理監督職を占める職員 

第９条中第２号を第３号とし、第１号の次に次の１号を加える。 

⑵ 那須塩原市職員の定年等に関する条例第９条第１項から第４項までの規定

により異動期間（これらの規定により延長された期間を含む。）を延長された

管理監督職を占める職員 

第１７条の表中第４条第１０項の項を削り、同表第１０条第２項第２号の項中

「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改め、同表第１３

条第４項の項を削り、同表第１３条第５項の項中「育児休業条例」を「那須塩原市

職員の育児休業等に関する条例（平成１７年那須塩原市条例第３９号）」に改める。 

第１９条の表第１０条第２項第２号の項中「再任用短時間勤務職員」を「定年前

28



再任用短時間勤務職員」に改め、同表第１３条第４項の項を削り、同表第１３条第

５項の項中「育児休業条例」を「那須塩原市職員の育児休業等に関する条例（平成

１７年那須塩原市条例第３９号）」に改め、同表第１７条の６の項を次のように改

める。 

第１７条の６ 第４条第３項から第９項まで、第

８条 

第８条 

定年前再任用短時間勤務職員 任期付短時間勤務職員 

第２０条第２号中「第２８条の５第１項」を「第２２条の４第１項」に、「再任

用短時間勤務職員等」を「定年前再任用短時間勤務職員等」に改める。 

第２１条第１項中「再任用短時間勤務職員等」を「定年前再任用短時間勤務職員

等」に改める。 

（那須塩原市職員互助会条例の一部改正） 

第８条 那須塩原市職員互助会条例（平成１７年那須塩原市条例第２１１号）の一部

を次のように改正する。 

第２条第５号を次のように改める。 

⑸ 法第２２条の４第３項に規定する定年前再任用短時間勤務職員 

（那須塩原市職員の給与に関する条例の一部改正） 

第９条 那須塩原市職員の給与に関する条例（平成１７年那須塩原市条例第５０号）

の一部を次のように改正する。 

第４条第４項及び第６項中「その者」を「当該職員」に改め、同条第１０項を次

のように改める。 

１０ 法第２２条の４第３項に規定する定年前再任用短時間勤務職員（以下「定年

前再任用短時間勤務職員」という。）の給料月額は、給料表の定年前再任用短時

間勤務職員の項に掲げる基準給料月額のうち、第２項の規定により当該定年前再

任用短時間勤務職員の属する職務の級に応じた額に、休暇等条例第２条第３項の

規定により定められた当該定年前再任用短時間勤務職員の勤務時間を同条第１

項に規定する勤務時間で除して得た数を乗じて得た額とする。 

第４条の２を削る。 

第１０条第１項第１号中「以下」の次に「この項から第３項までにおいて」を加

え、同項第２号中「以下」の次に「この条において」を加え、同条第２項第１号本

文中「その者」を「当該職員」に改め、「以下」の次に「この号及び次項において」

を加え、同号ただし書中「以下」の次に「この号及び第３号において」を加え、「そ
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の者」を「当該職員」に改め、同項第２号中「再任用短時間勤務職員」を「定年前

再任用短時間勤務職員」に改め、同項第３号中「その者」を「当該職員」に改め、

同条第３項中「交通機関等（以下」を「交通機関等（第１号において」に、「。以

下」を「。第１号において」に改め、同項第１号本文中「その者」を「当該職員」

に改め、同号ただし書中「以下」の次に「この号において」を加え、「その者」を

「当該職員」に改める。 

第１３条第１項中「場合は」を「場合には、」に改め、同条第２項中「再任用短

時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改め、同条第３項中「再任用

短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に、「この条」を「この項か

ら第５項まで」に改め、同条第４項中「（第２項の規定により読み替えて適用する

場合を含む。）」を削り、同項第１号及び第５項第１号中「場合は」を「場合には」

に改める。 

第１７条第２項中「第１７条の４第２項」を「第１７条の４第２項各号」に、「そ

の者」を「当該職員」に改め、同条第３項中「再任用職員」を「定年前再任用短時

間勤務職員」に改める。 

第１７条の４第１項中「この条」を「この項から第３項まで」に、「その者」を

「当該職員」に改め、同条第２項中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職

員」に改める。 

第１７条の６の見出し中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改

め、同条中「第８条」を「第４条第３項から第９項まで及び第８条」に、「再任用

職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。 

附則に次の８項を加える。 

（定年引上げに伴う経過措置） 

１２ 当分の間、職員の給料月額は、当該職員が６０歳に達した日後における最初

の４月１日（附則第１４項において「特定日」という。）以後、当該職員に適用

される給料表の給料月額のうち、第４条第２項の規定により当該職員の属する職

務の級並びに同条第３項、第５項及び第６項の規定により当該職員の受ける号給

に応じた額に１００分の７０を乗じて得た額（当該額に、５０円未満の端数を生

じたときはこれを切り捨て、５０円以上１００円未満の端数を生じたときはこれ

を１００円に切り上げるものとする。）とする。 

１３ 前項の規定は、次に掲げる職員には適用しない。 

⑴ 臨時的に任用される職員その他の法律により任期を定めて任用される職員
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及び非常勤職員 

⑵ 那須塩原市職員の定年等に関する条例（平成１７年那須塩原市条例第３３号）

第９条第１項又は第２項の規定により法第２８条の２第１項に規定する異動

期間（同条例第９条第１項又は第２項の規定により延長された期間を含む。）

を延長された同条例第６条に規定する職を占める職員 

⑶ 那須塩原市職員の定年等に関する条例第４条第１項又は第２項の規定によ

り勤務している職員 

１４ 法第２８条の２第４項に規定する他の職への降任等をされた職員であって、

当該他の職への降任等をされた日（以下この項及び附則第１６項において「異動

日」という。）の前日から引き続き同一の給料表の適用を受ける職員のうち、特

定日に附則第１２項の規定により当該職員の受ける給料月額（以下この項におい

て「特定日給料月額」という。）が異動日の前日に当該職員が受けていた給料月

額に１００分の７０を乗じて得た額（当該額に、５０円未満の端数を生じたとき

はこれを切り捨て、５０円以上１００円未満の端数を生じたときはこれを１００

円に切り上げるものとする。以下この項において「基礎給料月額」という。）に

達しないこととなる職員（規則で定める職員を除く。）には、当分の間、特定日

以後、附則第１２項の規定により当該職員の受ける給料月額のほか、基礎給料月

額と特定日給料月額との差額に相当する額を給料として支給する。 

１５ 前項の規定による給料の額と当該給料を支給される職員の受ける給料月額

との合計額が第４条第２項の規定により当該職員の属する職務の級における最

高の号給の給料月額を超える場合における前項の規定の適用については、同項中

「基礎給料月額と特定日給料月額」とあるのは、「第４条第２項の規定により当

該職員の属する職務の級における最高の号給の給料月額と当該職員の受ける給

料月額」とする。 

１６ 異動日の前日から引き続き給料表の適用を受ける職員（附則第１２項の規定

の適用を受ける職員に限り、附則第１４項に規定する職員を除く。）であって、

同項の規定による給料を支給される職員との権衡上必要があると認められる職

員には、当分の間、当該職員の受ける給料月額のほか、規則で定めるところによ

り、前２項の規定に準じて算出した額を給料として支給する。 

１７ 附則第１４項又は前項の規定による給料を支給される職員以外の附則第１

２項の規定の適用を受ける職員であって、任用の事情を考慮して当該給料を支給

される職員との権衡上必要があると認められる職員には、当分の間、当該職員の
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受ける給料月額のほか、規則で定めるところにより、前３項の規定に準じて算出

した額を給料として支給する。 

１８ 附則第１２項から前項までに定めるもののほか、附則第１２項の規定による

給料月額、附則第１４項の規定による給料その他附則第１２項から前項までの規

定の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

別表第１中「再任用職員以外の職員」を「定年前再任用短時間勤務職員以外の職

員」に、「 

再任用職員 187,700 215,200 255,200 274,600 289,700 315,100 356,800 389,900 

」を「 

定年前再任
用短時間勤
務職員 

基準給料月

額 

基準給料月

額 

基準給料月

額 

基準給料月

額 

基準給料月

額 

基準給料月

額 

基準給料月

額 

基準給料月

額 

円 

187,700 

円 

215,200 

円 

255,200 

円 

274,600 

円 

289,700 

円 

315,100 

円 

356,800 

円 

389,900 

」に改める。 

（那須塩原市技能労務職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

第１０条 那須塩原市技能労務職員の給与の種類及び基準に関する条例（平成１７

年那須塩原市条例第５１号）の一部を次のように改正する。 

第１６条第２項中「（義務教育学校の前期課程を含む。）」を削る。 

第２３条の見出し中「再任用職員等」を「定年前再任用短時間勤務職員等」に改

め、同条中「第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は第２８条の６第１項若

しくは第２項」を「第２２条の４第１項又は第２２条の５第１項若しくは第２項」

に改める。 

（那須塩原市職員の寒冷地手当の支給に関する条例の一部改正） 

第１１条 那須塩原市職員の寒冷地手当の支給に関する条例（平成１７年那須塩原

市条例第５３号）の一部を次のように改正する。 

第２条中「地方公務員法第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は第２８条

の６第１項若しくは第２項の規定により採用された職員及び」を削る。 

（那須塩原市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

第１２条 那須塩原市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（平成１７年那

須塩原市条例第１９８号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１項中「第２８条の５第１項」を「第２２条の４第１項」に改める。 
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第１７条第２項中「（義務教育学校の前期課程を含む。）」を削る。 

第２３条の見出し中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改め、

同条中「第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は第２８条の６第１項若しく

は第２項」を「第２２条の４第１項又は第２２条の５第１項若しくは第２項」に改

める。 

附則に次の５項を加える。 

（定年引上げに伴う経過措置） 

３ 当分の間、職員（管理者が定める職員を除く。）の給料月額は、当該職員が６０

歳に達した日後における最初の４月１日（次項において「特定日」という。）以

後、管理者が定める額とする。 

４ 地方公務員法第２８条の２第４項に規定する他の職への降任等（次項において

「他の職への降任等」という。）をされた職員であって、管理者が定める職員に

は、当分の間、特定日以後、前項の規定により当該職員の受ける給料月額のほか、

管理者が定める額を給料として支給する。 

５ 他の職への降任等をされた日の前日から引き続き第３条第１項に規定する給

料表の適用を受ける職員（附則第３項の規定の適用を受ける職員に限り、前項に

規定する職員を除く。）であって、前項の規定により給料を支給される職員との

権衡上必要があると認められる職員には、当分の間、当該職員の受ける給料月額

のほか、管理者が定めるところにより、同項の規定に準じて算出した額を給料と

して支給する。 

６ 附則第３項の規定の適用を受ける職員（前２項の規定により給料を支給される

職員を除く。）であって、任用の事情を考慮して当該給料を支給される職員との

権衡上必要があると認められる職員には、当分の間、当該職員の受ける給料月額

のほか、管理者が定めるところにより、前２項の規定に準じて算出した額を給料

として支給する。 

７ 附則第３項から前項までに定めるもののほか、附則第３項の規定による給料月

額、附則第４項の規定による給料その他附則第３項から前項までの規定の施行に

関し必要な事項は、管理者が定める。 

（那須塩原市職員の再任用に関する条例の廃止） 

第１３条 那須塩原市職員の再任用に関する条例（平成１７年那須塩原市条例第３４

号）は、廃止する。 

附 則 
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（施行期日） 

第１条 この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、附則第１１条の規定

は、公布の日から施行する。 

（那須塩原市職員の定年等に関する条例の一部改正に伴う勤務延長に関する経過

措置） 

第２条 任命権者は、施行日（この条例の施行の日をいう。以下同じ。）前にこの条

例による改正前の那須塩原市職員の定年等に関する条例（以下この条、次条及び附

則第７条において「旧定年等条例」という。）第４条第１項又は第２項の規定によ

り勤務することとされ、かつ、旧条例勤務延長期限（同条第１項の期限又は同条第

２項の規定により延長された期限をいう。以下この項において同じ。）が施行日以

後に到来する職員（以下この項において「旧条例勤務延長職員」という。）につい

て、旧条例勤務延長期限又はこの項の規定により延長された期限が到来する場合に

おいて、第１条の規定による改正後の那須塩原市職員の定年等に関する条例（以下

この条、次条、附則第５条、附則第６条、附則第１０条及び附則第１２条において

「新定年等条例」という。）第４条第１項各号に掲げる事由があると認めるときは、

市長の承認を得て、これらの期限の翌日から起算して１年を超えない範囲内で期限

を延長することができる。ただし、当該期限は、当該旧条例勤務延長職員に係る旧

定年等条例第２条に規定する定年退職日の翌日から起算して３年を超えることが

できない。 

２ 任命権者は、基準日（施行日、令和７年４月１日、令和９年４月１日、令和１１

年４月１日及び令和１３年４月１日をいう。以下この項において同じ。）から基準

日の翌年の３月３１日までの間、基準日における新条例定年（新定年等条例第３条

に規定する定年をいう。以下同じ。）が基準日の前日における新条例定年（基準日

が施行日である場合には、施行日の前日における旧定年等条例第３条に規定する定

年）を超える職及びこれに相当する基準日以後に設置された職その他の規則で定め

る職に、基準日から基準日の翌年の３月３１日までの間に新定年等条例第４条第１

項若しくは第２項の規定、地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第６

３号。次条、附則第７条から附則第９条まで、附則第１１条及び附則第１６条にお

いて「令和３年改正法」という。）附則第３条第５項又は前項の規定により勤務し

ている職員のうち、基準日の前日において同日における当該職に係る新条例定年

（基準日が施行日である場合には、施行日の前日における旧定年条例第３条に規定

する定年）に達している職員（当該規則で定める職にあっては、規則で定める職員）
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を、昇任し、降任し、又は転任することができない。 

３ 新定年等条例第４条第３項から第５項までの規定は、第１項の規定による勤務に

ついて準用する。 

（那須塩原市職員の定年等に関する条例の一部改正に伴う定年退職者等の再任用

に関する経過措置） 

第３条 任命権者は、次に掲げる者のうち、年齢６５年に達する日以後における最初

の３月３１日（以下この条から附則第６条までにおいて「特定年齢到達年度の末日」

という。）までの間にある者であって、当該者を採用しようとする常時勤務を要す

る職に係る旧条例定年（旧定年等条例第３条に規定する定年をいう。以下同じ。）

（施行日以後に新たに設置された職及び施行日以後に組織の変更等により名称が

変更された職にあっては、当該職が施行日の前日に設置されていたものとした場合

における旧条例定年に準じた当該職に係る年齢。次条第１項において同じ。）に達

しているものを、従前の勤務実績その他の規則で定める情報に基づく選考により、

１年を超えない範囲内で任期を定め、当該常時勤務を要する職に採用することがで

きる。 

⑴ 施行日前に旧定年等条例第２条の規定により退職した者 

⑵ 旧定年等条例第４条第１項若しくは第２項、令和３年改正法附則第３条第５項

又は前条第１項の規定により勤務した後退職した者 

⑶ ２５年以上勤続して施行日前に退職した者（前２号に掲げる者を除く。）であ

って、当該退職の日の翌日から起算して５年を経過する日までの間にある者 

⑷ ２５年以上勤続して施行日前に退職した者（前３号に掲げる者を除く。）であ

って、当該退職の日の翌日から起算して５年を経過する日までの間に、旧地方公

務員法再任用（令和３年改正法による改正前の地方公務員法（昭和２５年法律第

２６１号）第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は第２８条の６第１項若

しくは第２項の規定により採用することをいう。）又は暫定再任用（この項若し

くは次項、次条第１項若しくは第２項、附則第５条第１項若しくは第２項又は附

則第６条第１項若しくは第２項の規定により採用することをいう。次項第６号に

おいて同じ。）をされたことがある者 

２ 令和１４年３月３１日までの間、任命権者は、次に掲げる者のうち、特定年齢到

達年度の末日までの間にある者であって、当該者を採用しようとする常時勤務を要

する職に係る新条例定年に達しているものを、従前の勤務実績その他の規則で定め

る情報に基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を定め、当該常時勤務を
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要する職に採用することができる。 

⑴ 施行日以後に新定年等条例第２条の規定により退職した者 

⑵ 施行日以後に新定年等条例第４条第１項又は第２項の規定により勤務した後

退職した者 

⑶ 施行日以後に新定年等条例第１２条の規定により採用された者のうち、令和３

年改正法による改正後の地方公務員法（以下この項、附則第５条第１項及び第２

項、附則第６条第１項及び第２項、附則第８条、附則第１３条、附則第１５条、

附則第１７条第１項並びに附則第１９条において「新地方公務員法」という。）

第２２条の４第３項に規定する任期が満了したことにより退職した者 

⑷ 施行日以後に新定年等条例第１３条第１項の規定により採用された者のうち、

新地方公務員法第２２条の５第３項において準用する新地方公務員法第２２条

の４第３項に規定する任期が満了したことにより退職した者 

⑸ ２５年以上勤続して施行日以後に退職した者（前各号に掲げる者を除く。）で

あって、当該退職の日の翌日から起算して５年を経過する日までの間にある者 

⑹ ２５年以上勤続して施行日以後に退職した者（前各号に掲げる者を除く。）で

あって、当該退職の日の翌日から起算して５年を経過する日までの間に、暫定再

任用をされたことがある者 

３ 前２項の任期又はこの項の規定により更新された任期は、１年を超えない範囲内

で更新することができる。ただし、当該任期の末日は、前２項の規定により採用す

る者又はこの項の規定により任期を更新する者の特定年齢到達年度の末日以前で

なければならない。 

４ 暫定再任用職員（第１項若しくは第２項、次条第１項若しくは第２項、附則第５

条第１項若しくは第２項又は附則第６条第１項若しくは第２項の規定により採用

された職員をいう。以下この項及び次項、附則第１２条第１項、附則第１３条、附

則第１５条、附則第１７条並びに附則第１９条から第２１条までにおいて同じ。）

の前項の規定による任期の更新は、当該暫定再任用職員の当該更新直前の任期にお

ける勤務実績が、当該暫定再任用職員の能力評価、業績評価の全体評語その他勤務

の状況を示す事実に基づき良好である場合に行うことができる。 

５ 任命権者は、暫定再任用職員の任期を更新する場合には、あらかじめ当該暫定再

任用職員の同意を得なければならない。 

第４条 任命権者は、前条第１項の規定によるほか、組合（市が加入する地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第２８４条第１項に規定する一部事務組合及び広域連
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合をいう。次項及び附則第６条において同じ。）における前条第１項各号に掲げる

者のうち、特定年齢到達年度の末日までの間にある者であって、当該者を採用しよ

うとする常時勤務を要する職に係る旧条例定年に達しているものを、従前の勤務実

績その他の規則で定める情報に基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を

定め、当該常時勤務を要する職に採用することができる。 

２ 令和１４年３月３１日までの間、任命権者は、前条第２項の規定によるほか、組

合における同項各号に掲げる者のうち、特定年齢到達年度の末日までの間にある者

であって、当該者を採用しようとする常時勤務を要する職に係る新条例定年に達し

ているものを、従前の勤務実績その他の規則で定める情報に基づく選考により、１

年を超えない範囲内で任期を定め、当該常時勤務を要する職に採用することができ

る。 

３ 前２項の場合においては、前条第３項から第５項までの規定を準用する。 

第５条 任命権者は、新地方公務員法第２２条の４第４項の規定にかかわらず、附則

第３条第１項各号に掲げる者のうち、特定年齢到達年度の末日までの間にある者で

あって、当該者を採用しようとする短時間勤務の職（新定年等条例第１２条に規定

する短時間勤務の職をいう。以下この条、附則第６条及び附則第８条から第１０条

までにおいて同じ。）に係る旧条例定年相当年齢（短時間勤務の職を占める職員が、

常時勤務を要する職でその職務が当該短時間勤務の職と同種の職を占めているも

のとした場合における旧条例定年（施行日以後に新たに設置された短時間勤務の職

及び施行日以後に組織の変更等により名称が変更された短時間勤務の職にあって

は、当該職が施行日の前日に設置されていたものとした場合において、当該職を占

める職員が、常時勤務を要する職でその職務が当該職と同種の職を占めているもの

としたときにおける旧条例定年に準じた当該職に係る年齢）をいう。次条第１項に

おいて同じ。）に達しているものを、従前の勤務実績その他の規則で定める情報に

基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を定め、当該短時間勤務の職に採

用することができる。 

２ 令和１４年３月３１日までの間、任命権者は、新地方公務員法第２２条の４第４

項の規定にかかわらず、附則第３条第２項各号に掲げる者のうち、特定年齢到達年

度の末日までの間にある者であって、当該者を採用しようとする短時間勤務の職に

係る新条例定年相当年齢（短時間勤務の職を占める職員が、常時勤務を要する職で

その職務が当該短時間勤務の職と同種の職を占めているものとした場合における

新条例定年をいう。次条第２項及び附則第１０条において同じ。）に達しているも
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の（新定年等条例第１２条の規定により当該短時間勤務の職に採用することができ

る者を除く。）を、従前の勤務実績その他の規則で定める情報に基づく選考により、

１年を超えない範囲内で任期を定め、当該短時間勤務の職に採用することができる。 

３ 前２項の場合においては、附則第３条第３項から第５項までの規定を準用する。 

第６条 任命権者は、前条第１項の規定によるほか、新地方公務員法第２２条の５第

３項において準用する新地方公務員法第２２条の４第４項の規定にかかわらず、組

合における附則第３条第１項各号に掲げる者のうち、特定年齢到達年度の末日まで

の間にある者であって、当該者を採用しようとする短時間勤務の職に係る旧条例定

年相当年齢に達しているものを、従前の勤務実績その他の規則で定める情報に基づ

く選考により、１年を超えない範囲内で任期を定め、当該短時間勤務の職に採用す

ることができる。 

２ 令和１４年３月３１日までの間、任命権者は、前条第２項の規定によるほか、新

地方公務員法第２２条の５第３項において準用する新地方公務員法第２２条の４

第４項の規定にかかわらず、組合における附則第３条第２項各号に掲げる者のうち、

特定年齢到達年度の末日までの間にある者であって、当該者を採用しようとする短

時間勤務の職に係る新条例定年相当年齢に達しているもの（新定年等条例第１３条

第１項の規定により当該短時間勤務の職に採用することができる者を除く。）を、

従前の勤務実績その他の規則で定める情報に基づく選考により、１年を超えない範

囲内で任期を定め、当該短時間勤務の職に採用することができる。 

３ 前２項の場合においては、附則第３条第３項から第５項までの規定を準用する。 

（令和３年改正法附則第８条第３項の条例で定める職及び年齢） 

第７条 令和３年改正法附則第８条第３項の条例で定める職は、次に掲げる職とする。 

⑴ 施行日以後に新たに設置された職 

⑵ 施行日以後に組織の変更等により名称が変更された職 

２ 令和３年改正法附則第８条第３項の条例で定める年齢は、前項に規定する職が施

行日の前日に設置されていたものとした場合における旧定年等条例第３条に規定

する定年に準じた当該職に係る年齢とする。 

（令和３年改正法附則第８条第４項の規定により読み替えて適用する新地方公務

員法第２２条の４第４項の条例で定める職及び年齢） 

第８条 令和３年改正法附則第４条から第７条までの規定が適用される場合におけ

る令和３年改正法附則第８条第４項の規定により読み替えて適用する新地方公務

員法第２２条の４第４項の条例で定める職は、次に掲げる職とする。 
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⑴ 施行日以後に新たに設置された短時間勤務の職 

⑵ 施行日以後に組織の変更等により名称が変更された短時間勤務の職 

２ 令和３年改正法附則第４条から第７条までの規定が適用される場合における令

和３年改正法附則第８条第４項の規定により読み替えて適用する新地方公務員法

第２２条の４第４項の条例で定める年齢は、前項に規定する職が施行日の前日に設

置されていたものとした場合において、当該職を占める職員が、常時勤務を要する

職でその職務が前項に規定する職と同種の職を占めているものとしたときにおけ

る旧条例定年に準じた前項に規定する職に係る年齢とする。 

（令和３年改正法附則第８条第５項の条例で定める職並びに条例で定める者及び

職員） 

第９条 令和３年改正法附則第８条第５項の条例で定める職は、次に掲げる職のうち、

当該職が基準日（附則第３条から第６条までの規定が適用される間における各年の

４月１日（施行日を除く。）をいう。以下この条において同じ。）の前日に設置さ

れていたものとした場合において、基準日における新条例定年が基準日の前日にお

ける新条例定年を超える職とする。 

⑴ 基準日以後に新たに設置された職（短時間勤務の職を含む。） 

⑵ 基準日以後に組織の変更等により名称が変更された職（短時間勤務の職を含

む。） 

２ 令和３年改正法附則第８条第５項の条例で定める者は、前項に規定する職が基準

日の前日に設置されていたものとした場合において、同日における当該職に係る新

条例定年に達している者とする。 

３ 令和３年改正法附則第８条第５項の条例で定める職員は、第１項に規定する職が

基準日の前日に設置されていたものとした場合において、同日における当該職に係

る新条例定年に達している職員とする。 

（那須塩原市職員の定年等に関する条例の一部改正に伴う定年前再任用短時間勤

務職員に関する経過措置） 

第１０条 任命権者は、基準日（令和７年４月１日、令和９年４月１日、令和１１年

４月１日及び令和１３年４月１日をいう。以下この条において同じ。）から基準日

の翌年の３月３１日までの間、基準日における新条例定年相当年齢が基準日の前日

における新条例定年相当年齢を超える短時間勤務の職（基準日における新条例定年

相当年齢が新定年等条例第３条に規定する定年である短時間勤務の職に限る。）及

びこれに相当する基準日以後に設置された短時間勤務の職その他の規則で定める
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短時間勤務の職（以下この条において「新条例原則定年相当年齢引上げ短時間勤務

職」という。）に、基準日の前日までに新定年等条例第１２条に規定する年齢６０

年以上退職者（基準日前から新定年等条例第４条第１項又は第２項の規定により勤

務した後基準日以後に退職をした者を含む。）のうち基準日の前日において同日に

おける当該新条例原則定年相当年齢引上げ短時間勤務職に係る新条例定年相当年

齢に達している者（当該規則で定める短時間勤務の職にあっては、規則で定める者）

を、新定年等条例第１２条又は第１３条第１項の規定により採用することができず、

新条例原則定年相当年齢引上げ短時間勤務職に、新定年等条例第１２条又は第１３

条第１項の規定により採用された職員（以下この条及び附則第１７条第１項におい

て「定年前再任用短時間勤務職員」という。）のうち基準日の前日において同日に

おける当該新条例原則定年相当年齢引上げ短時間勤務職に係る新条例定年相当年

齢に達している定年前再任用短時間勤務職員（当該規則で定める短時間勤務の職に

あっては、規則で定める定年前再任用短時間勤務職員）を、昇任し、降任し、又は

転任することができない。 

（令和３年改正法附則第２条第３項に規定する条例で定める年齢） 

第１１条 令和３年改正法附則第２条第３項に規定する条例で定める年齢は、年齢６

０年とする。 

（那須塩原市公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部改正に伴う経過

措置） 

第１２条 第３条の規定による改正後の那須塩原市公益的法人等への職員の派遣等

に関する条例（次項において「改正後派遣等条例」という。）第２条第２項第１号

の規定は、暫定再任用職員には適用しない。 

２ 附則第２条第１項の規定による期限の延長をすることとされている職員は、新定

年等条例第４条第２項の規定により期限を延長することとされている職員とみな

して、改正後派遣等条例の規定を適用する。 

（那須塩原市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部改正に伴う経過措

置） 

第１３条 暫定再任用職員で新地方公務員法第２２条の４第１項に規定する短時間

勤務の職を占めるものは、第６条の規定による改正後の那須塩原市職員の勤務時間、

休日及び休暇に関する条例（以下この条において「改正後勤務時間等条例」という。）

第２条第３項に規定する定年前再任用短時間勤務職員とみなして、改正後勤務時間

等条例の規定を適用する。 
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 （那須塩原市職員の育児休業等に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

第１４条 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号）第１０

条第１項に規定する育児短時間勤務（同法第１７条の規定による短時間勤務を含

む。）を行う職員に対する第９条の規定による改正後の那須塩原市職員の給与に関

する条例（附則第１６条及び附則第１７条において「新給与条例」という。）附則

第１２項の規定の適用については、同項中「）とする」とあるのは、「）に、休暇

等条例第２条第２項の規定により定められた当該職員の勤務時間を同条第１項に

規定する勤務時間で除して得た数を乗じて得た額とする」とする。 

（那須塩原市職員互助会条例の一部改正に伴う経過措置） 

第１５条 暫定再任用職員は、新地方公務員法第２２条の４第３項に規定する定年前

再任用短時間勤務職員とみなして、第８条の規定による改正後の那須塩原市職員互

助会条例の規定を適用する。 

（那須塩原市職員の給与に関する条例の一部改正に伴う職員の勤務延長に関する

経過措置） 

第１６条 新給与条例附則第１２項から第１８項までの規定は、令和３年改正法附則

第３条第５項又は第６項の規定により勤務している職員には適用しない。 

 （那須塩原市職員の給与に関する条例の一部改正に伴う定年退職者等の再任用に関

する経過措置） 

第１７条 暫定再任用職員（新地方公務員法第２２条の４第１項に規定する短時間勤

務の職を占める暫定再任用職員（以下この条において「暫定再任用短時間勤務職員」

という。）を除く。以下この項、次項及び第５項において同じ。）の給料月額は、

当該暫定再任用職員が定年前再任用短時間勤務職員であるものとした場合に適用

される那須塩原市職員の給与に関する条例第３条に規定する給料表の定年前再任

用短時間勤務職員の項に掲げる基準給料月額のうち、同条例第４条第２項の規定に

より当該暫定再任用職員の属する職務の級に応じた額とする。 

２ 地方公務員の育児休業等に関する法律第１０条第１項に規定する育児短時間勤

務をしている暫定再任用職員に対する前項の規定の適用については、同項中「とす

る」とあるのは、「に、那須塩原市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例（平

成１７年那須塩原市条例第３８号）第２条第２項の規定により定められた当該暫定

再任用職員の勤務時間を同条第１項に規定する勤務時間で除して得た数を乗じて

得た額とする」とする。 

３ 暫定再任用短時間勤務職員の給料月額は、当該暫定再任用短時間勤務職員が定年
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前再任用短時間勤務職員であるものとした場合に適用される那須塩原市職員の給

与に関する条例第３条に規定する給料表の定年前再任用短時間勤務職員の項に掲

げる基準給料月額のうち、同条例第４条第２項の規定により当該暫定再任用短時間

勤務職員の属する職務の級に応じた額に、第６条の規定による改正後の那須塩原市

職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例第２条第３項の規定により定められた

当該暫定再任用短時間勤務職員の勤務時間を同条第１項に規定する勤務時間で除

して得た数を乗じて得た額とする。 

４ 暫定再任用短時間勤務職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして、新給与

条例第１０条第２項及び第１３条第２項の規定を適用する。 

５ 暫定再任用職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして、新給与条例第１７

条第３項の規定を適用する。 

６ 新給与条例第１７条の４第１項の職員に暫定再任用職員が含まれる場合におけ

る勤勉手当の額の同条第２項各号に掲げる職員の区分ごとの総額の算定に係る同

項の規定の適用については、同項第１号中「定年前再任用短時間勤務職員」とある

のは「定年前再任用短時間勤務職員及び地方公務員法の一部を改正する法律（令和

３年法律第６３号）附則第９条第２項に規定する暫定再任用職員（次号において「暫

定再任用職員」という。）」と、同項第２号中「定年前再任用短時間勤務職員」と

あるのは「定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員」とする。 

７ 新給与条例第４条第３項から第９項まで及び第８条から第９条の２までの規定

は、暫定再任用職員には適用しない。 

８ 前条及び前各項に定めるもののほか、暫定再任用職員に関し必要な事項は、規則

で定める。 

（那須塩原市職員の給与に関する条例の一部改正に伴うその他の経過措置の規則

への委任） 

第１８条 前２条に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な経過措置は、規

則で定める。 

（那須塩原市技能労務職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正に伴う

経過措置） 

第１９条 暫定再任用職員は、新地方公務員法第２２条の４第３項に規定する定年前

再任用短時間勤務職員とみなして、第１０条の規定による改正後の那須塩原市技能

労務職員の給与の種類及び基準に関する条例の規定を適用する。 

（那須塩原市職員の寒冷地手当の支給に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 
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第２０条 第１１条の規定による改正後の那須塩原市職員の寒冷地手当の支給に関

する条例第２条の規定は、暫定再任用職員には適用しない。 

（那須塩原市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正に伴う経過

措置） 

第２１条 暫定再任用職員は、新地方公務員法第２２条の４第３項に規定する定年前

再任用短時間勤務職員とみなして、第１２条の規定による改正後の那須塩原市企業

職員の給与の種類及び基準に関する条例の規定を適用する。 
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議案 第９１号 

 

 

那須塩原市職員の給与に関する条例等の一部改正について 

 

上記議案を提出する。 

 

令和４年１１月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 

 

 

那須塩原市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例 

 （那須塩原市職員の給与に関する条例の一部改正） 

第１条 那須塩原市職員の給与に関する条例（平成１７年那須塩原市条例第５０号）

の一部を次のように改正する。 

第１７条の４第２項第１号中「１００分の９５」を「１００分の１０５」に、「１

００分の１１５」を「１００分の１２５」に改め、同項第２号中「１００分の４５」

を「１００分の５０」に、「１００分の５５」を「１００分の６０」に改める。 

別表第１を次のように改める。 

別表第１（第３条関係） 

行政職給料表 

職

員

の

区

分 

 職務 

の級 
１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 

号給 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 

再

任

用

職

員

以

外

の

職

員 

 円 円 円    円    円    円    円    円 

１ 150,100 198,500 234,400 266,000 290,700 319,200 362,900 408,100 

２ 151,200 200,300 236,000 267,700 292,900 321,400 365,500 410,500 

３ 152,400 202,100 237,500 269,200 295,000 323,700 367,900 413,000 

４ 153,500 203,900 239,000 271,000 297,000 325,900 370,500 415,400 

５ 154,600 205,400 240,300 272,700 298,800 328,100 372,400 417,300 

６ 155,700 207,200 241,900 274,500 300,800 330,100 374,900 419,600 

７ 156,800 209,000 243,400 276,300 302,600 332,300 377,200 421,700 

８ 157,900 210,800 244,900 278,300 304,200 334,500 379,700 423,900 

９ 158,900 212,400 246,000 280,200 306,100 336,400 382,100 425,900 

１０ 160,300 214,200 247,500 282,200 308,400 338,600 384,800 428,000 

１１ 161,600 216,000 249,000 284,100 310,600 340,600 387,400 430,100 
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１２ 162,900 217,800 250,300 286,000 312,900 342,800 390,100 432,200 

１３ 164,100 219,200 251,800 287,900 315,000 344,600 392,500 433,900 

１４ 165,600 221,000 253,000 289,700 317,100 346,600 394,800 435,700 

１５ 167,100 222,700 254,300 291,200 319,300 348,600 397,000 437,700 

１６ 168,700 224,500 255,500 292,600 321,400 350,600 399,400 439,700 

１７ 169,800 226,100 256,800 294,400 323,300 352,300 401,200 441,600 

１８ 171,200 227,800 258,200 296,400 325,300 354,300 403,200 443,400 

１９ 172,600 229,400 259,600 298,500 327,300 356,100 405,100 445,200 

２０ 174,000 230,900 261,100 300,500 329,300 358,000 406,900 446,900 

２１ 175,300 232,200 262,700 302,400 331,000 359,900 408,800 448,700 

２２ 177,800 233,800 264,400 304,500 333,100 361,800 410,600 450,200 

２３ 180,300 235,400 266,000 306,500 335,100 363,800 412,400 451,600 

２４ 182,800 236,900 267,600 308,600 337,200 365,700 414,300 453,100 

２５ 185,200 237,900 269,400 310,300 338,600 367,700 416,100 454,500 

２６ 186,900 239,400 271,200 312,400 340,500 369,600 417,600 455,800 

２７ 188,500 240,700 272,900 314,400 342,400 371,600 419,100 457,100 

２８ 190,200 241,900 274,600 316,400 344,300 373,600 420,700 458,300 

２９ 191,700 243,100 276,200 318,100 345,900 375,100 422,300 459,300 

３０ 193,400 244,100 277,900 320,100 347,800 376,900 423,600 460,000 

３１ 195,200 245,100 279,700 322,200 349,700 378,700 424,900 460,800 

３２ 196,900 246,100 281,200 324,300 351,500 380,300 426,100 461,500 

３３ 198,500 247,200 282,400 325,500 353,400 382,100 427,300 462,200 

３４ 199,900 248,100 284,100 327,500 355,200 383,500 428,600 463,000 

３５ 201,400 249,000 285,700 329,400 357,000 385,000 429,900 463,700 

３６ 202,900 250,000 287,400 331,500 358,700 386,600 431,100 464,300 

３７ 204,200 250,900 289,000 333,400 360,100 388,000 432,300 464,800 

３８ 205,500 252,200 290,700 335,300 361,400 389,200 433,100 465,400 

３９ 206,700 253,400 292,500 337,300 362,800 390,400 433,900 466,000 

４０ 208,000 254,700 294,300 339,200 364,200 391,500 434,700 466,600 

４１ 209,300 256,000 295,800 341,100 365,500 392,600 435,300 467,100 

４２ 210,600 257,400 297,500 343,000 366,400 393,800 436,000 467,600 

４３ 211,900 258,600 299,000 344,800 367,500 395,000 436,700 468,000 

４４ 213,200 259,800 300,600 346,700 368,600 396,100 437,400 468,300 

４５ 214,300 260,900 302,200 348,200 369,400 396,800 438,200 468,600 

４６ 215,600 262,100 303,900 349,600 370,300 397,500 439,000  

４７ 216,900 263,400 305,500 351,100 371,200 398,200 439,400  

４８ 218,200 264,500 307,200 352,600 372,100 398,900 440,100  

４９ 219,200 265,600 308,100 354,200 373,000 399,500 440,600  

５０ 220,300 266,600 309,600 355,000 373,800 400,100 441,000  

５１ 221,300 267,800 311,100 356,200 374,600 400,600 441,400  

５２ 222,300 268,900 312,700 357,200 375,400 401,000 441,800  

５３ 223,300 269,900 314,300 358,100 376,100 401,400 442,200  

５４ 224,200 270,900 315,900 359,200 376,800 401,700 442,600  

５５ 225,100 272,000 317,500 360,100 377,500 402,000 443,000  

５６ 226,000 273,100 319,000 361,200 378,200 402,300 443,300  

５７ 226,300 274,000 320,500 362,100 378,700 402,600 443,600  

５８ 227,100 275,000 321,700 362,800 379,300 402,900 444,000  

５９ 227,800 275,900 322,900 363,500 379,900 403,200 444,300  

６０ 228,500 277,000 324,100 364,200 380,600 403,500 444,600  

６１ 229,200 278,100 324,800 364,600 381,000 403,800 444,900  

６２ 230,000 279,100 325,700 365,200 381,700 404,100   

６３ 230,700 280,000 326,500 365,900 382,300 404,400   

６４ 231,300 281,000 327,300 366,600 382,900 404,700   

６５ 231,900 281,500 328,200 366,900 383,300 405,000   

６６ 232,500 282,400 328,600 367,600 383,900 405,300   

６７ 233,100 283,100 329,300 368,300 384,500 405,600   

６８ 233,800 284,000 330,100 369,000 385,100 405,900   

６９ 234,500 285,000 330,900 369,300 385,500 406,100   

７０ 235,100 285,800 331,600 369,900 386,000 406,400   
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７１ 235,600 286,600 332,300 370,600 386,500 406,700   

７２ 236,300 287,400 333,000 371,200 387,100 407,000   

７３ 237,000 288,200 333,500 371,500 387,400 407,200   

７４ 237,600 288,700 334,100 372,100 387,800 407,500   

７５ 238,200 289,100 334,600 372,800 388,200 407,800   

７６ 238,700 289,600 335,200 373,400 388,600 408,000   

７７ 239,300 289,800 335,500 373,800 388,900 408,200   

７８ 240,000 290,100 336,000 374,300 389,200 408,500   

７９ 240,700 290,300 336,400 374,900 389,500 408,800   

８０ 241,200 290,700 336,900 375,400 389,800 409,000   

８１ 241,700 290,900 337,300 375,900 390,000 409,200   

８２ 242,300 291,100 337,800 376,500 390,300 409,500   

８３ 242,900 291,500 338,300 377,000 390,600 409,800   

８４ 243,400 291,800 338,800 377,300 390,800 410,000   

８５ 243,900 292,100 339,100 377,700 391,000 410,200   

８６ 244,500 292,400 339,500 378,200 391,300    

８７ 245,100 292,700 340,000 378,600 391,600    

８８ 245,600 293,100 340,400 379,000 391,800    

８９ 246,100 293,400 340,700 379,400 392,000    

９０ 246,600 293,800 341,100 379,900 392,300    

９１ 246,900 294,100 341,600 380,300 392,600    

９２ 247,300 294,500 342,000 380,700 392,800    

９３ 247,600 294,700 342,200 381,000 393,000    

９４  294,900 342,600      

９５  295,200 343,100      

９６  295,600 343,500      

９７  295,800 343,700      

９８  296,100 344,100      

９９  296,500 344,500      

１００  296,900 344,800      

１０１  297,100 345,100      

１０２  297,400 345,500      

１０３  297,800 345,900      

１０４  298,100 346,300      

１０５  298,300 346,800      

１０６  298,600 347,200      

１０７  299,000 347,600      

１０８  299,300 348,000      

１０９  299,500 348,500      

１１０  299,900 348,900      

１１１  300,300 349,200      

１１２  300,600 349,500      

１１３  300,800 350,000      

１１４  301,000       

１１５  301,300       

１１６  301,700       

１１７  301,900       

１１８  302,100       

１１９  302,400       

１２０  302,700       

１２１  303,100       

１２２  303,300       

１２３  303,600       

１２４  303,900       

１２５  304,200       

再任用職員 187,700 215,200 255,200 274,600 289,700 315,100 356,800 389,900 

第２条 那須塩原市職員の給与に関する条例の一部を次のように改正する。 
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第１７条の４第２項第１号中「１００分の１０５」を「１００分の１００」に、

「１００分の１２５」を「１００分の１２０」に改め、同項第２号中「１００分の

５０」を「１００分の４７．５」に、「１００分の６０」を「１００分の５７．５」

に改める。 

 （那須塩原市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例の一部改正） 

第３条 那須塩原市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例（平成２

４年那須塩原市条例第３２号）の一部を次のように改正する。 

第７条第１項の表１の項中「３７５，０００」を「３７６，０００」に改める。 

第９条第２項中「１００分の１６２．５」を「１００分の１６７．５」に改める。 

第４条 那須塩原市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例の一部

を次のように改正する。 

  第９条第２項中「１００分の１６７．５」を「１００分の１６５」に改める。 

 （那須塩原市長等の給与及び旅費に関する条例の一部改正） 

第５条 那須塩原市長等の給与及び旅費に関する条例（平成１７年那須塩原市条例第

４７号）の一部を次のように改正する。 

  第４条第２項中「１００分の１６２．５」を「１００分の１６７．５」に改める。 

第６条 那須塩原市長等の給与及び旅費に関する条例の一部を次のように改正する。 

  第４条第２項中「１００分の１６７．５」を「１００分の１６５」に改める。 

 （那須塩原市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

第７条 那須塩原市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を次

のように改正する。 

  別表を次のように改正する。 

別表（第３条関係） 

号給 給料月額 

 円 
１ 150,100 
２ 151,200 
３ 152,400 
４ 153,500 
５ 154,600 
６ 155,700 
７ 156,800 
８ 157,900 
９ 158,900 
１０ 160,300 
１１ 161,600 
１２ 162,900 
１３ 164,100 
１４ 165,600 
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１５ 167,100 
１６ 168,700 
１７ 169,800 
１８ 171,200 
１９ 172,600 
２０ 174,000 
２１ 175,300 
２２ 177,800 
２３ 180,300 
２４ 182,800 
２５ 185,200 
２６ 186,900 
２７ 188,500 
２８ 190,200 
２９ 191,700 
３０ 193,400 
３１ 195,200 
３２ 196,900 
３３ 198,500 
３４ 199,900 
３５ 201,400 
３６ 202,900 
３７ 204,200 
３８ 205,500 
３９ 206,700 
４０ 208,000 
４１ 209,300 
４２ 210,600 
４３ 211,900 
４４ 213,200 
４５ 214,300 
４６ 215,600 
４７ 216,900 
４８ 218,200 
４９ 219,200 
５０ 220,300 
５１ 221,300 
５２ 222,300 
５３ 223,300 
５４ 224,200 
５５ 225,100 
５６ 226,000 
５７ 226,300 
５８ 227,100 
５９ 227,800 
６０ 228,500 
６１ 229,200 
６２ 230,000 
６３ 230,700 
６４ 231,300 
６５ 231,900 
６６ 232,500 
６７ 233,100 
６８ 233,800 
６９ 234,500 
７０ 235,100 
７１ 235,600 
７２ 236,300 
７３ 237,000 
７４ 237,600 
７５ 238,200 
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７６ 238,700 
７７ 239,300 
７８ 240,000 
７９ 240,700 
８０ 241,200 
８１ 241,700 
８２ 242,300 
８３ 242,900 
８４ 243,400 
８５ 243,900 
８６ 244,500 
８７ 245,100 
８８ 245,600 
８９ 246,100 
９０ 246,600 
９１ 246,900 
９２ 247,300 
９３ 247,600 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条、第４条及び第６条の

規定は令和５年４月１日から、第７条の規定は令和４年１２月１日から施行する。 

２ 第１条の規定（別表第１の改正規定に限る。）による改正後の那須塩原市職員の

給与に関する条例（次条において「改正後の給与条例」という。）の規定及び第３条

の規定（第７条第１項の表の改正規定に限る。）による改正後の那須塩原市一般職

の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例（次条において「改正後の任期付

職員条例」という。）の規定は、令和４年４月１日から適用する。 

（給与等の内払） 

第２条 改正後の給与条例又は改正後の任期付職員条例の規定を適用する場合には、

第１条の規定による改正前の那須塩原市職員の給与に関する条例又は第３条の規

定による改正前の那須塩原市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する

条例の規定に基づいて支給された給与等は、それぞれ改正後の給与条例又は改正後

の任期付職員条例の規定による給与等の内払とみなす。 

（規則への委任） 

第３条 前条に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定め

る。 
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議案 第９２号 

 

 

那須塩原市手数料条例の一部改正について 

 

上記議案を提出する。 

 

令和４年１１月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 

 

 

那須塩原市手数料条例の一部を改正する条例 

那須塩原市手数料条例（平成１７年那須塩原市条例第６７号）の一部を次のように

改正する。 

別表第１閲覧手数料の項の次に次のように加える。 

開示請求

手数料 

那須塩原市情報公開条例（平成２０年那

須塩原市条例第３１号）第５条第１項の

規定による行政文書の開示の請求 

開示の請求を

する行政文書

１件につき 

３００ 

個人情報の保護に関する法律（平成１５

年法律第５７号）第７６条第１項又は第

２項の規定による保有個人情報の開示の

請求 

開示の請求を

する地方公共

団体等行政文

書１件につき 

３００ 

別表第１謄写手数料の項中「Ａ列４判」を「Ａ列４番」に、「Ａ列３判」を「Ａ列

３番」に改める。 

附 則 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、別表第１謄写手数料の項の

改正規定は、公布の日から施行する。 

50



議案 第９３号 

 

 

那須塩原市那須野が原博物館条例の一部改正について 

 

上記議案を提出する。 

 

令和４年１１月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 

 

 

那須塩原市那須野が原博物館条例の一部を改正する条例 

那須塩原市那須野が原博物館条例（平成１７年那須塩原市条例第１１０号）の一部

を次のように改正する。 

第１条中「第１８条及び第２２条」を削り、「の設置その他必要な事項」を「に関す

る事項」に改める。 

第３条第１項中「第２０条第１項」を「第２３条第１項」に改める。 

附 則 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。 
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議案 第９４号 

 

 

那須塩原市こども医療費助成に関する条例の一部改正について 

 

上記議案を提出する。 

 

令和４年１１月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 

 

 

那須塩原市こども医療費助成に関する条例の一部を改正する条例 

那須塩原市こども医療費助成に関する条例（平成１７年那須塩原市条例第１４４号）

の一部を次のように改正する。 

第４条第１項ただし書中「支払い」を「支払」に改め、同条第３項中「から医療

機関等（薬局を除く。）の診療報酬明細書ごとに２，０００円（一部負担金等の額が

２，０００円を下回るときは、当該一部負担金等の額）を控除した額」を削る。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、第４条第１項ただし書

の改正規定は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日前に受けた保険給付に係る助成については、なお従前の例

による。 

52



議案 第９５号 

 

 

財産の処分について 

 

次の財産の処分について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項

第８号の規定により、議会の議決を求める。 

 

令和４年１１月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 

 

 

１ 土地の所在  那須塩原市高林字下川原林７０１番６ 

２ 地目、地積  宅地 １２，２５８.８７㎡ 

３ 売却の方法  随意契約 

４ 売却予定価格  １１１，５５５，７１７円 

５ 売却の相手方  栃木県那須塩原市上中野５３番地８ 

有限会社海南設備工業 

代表取締役 栁田 幹一 
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議案 第９６号 

 

 

第２次那須塩原市総合計画後期基本計画について 

 

第２次那須塩原市総合計画後期基本計画を別冊のとおり定めることについて、那須

塩原市議会基本条例（平成２４年那須塩原市条例第１号）第１１条第１号の規定に基

づき、議会の議決を求める。 

 

令和４年１１月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 
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議案 第９７号 

 

 

「日本国・那須塩原市」と「ベトナム社会主義共和国・カントー市」相互協力

に関する協定の締結について 

 

次のとおり「日本国・那須塩原市」と「ベトナム社会主義共和国・カントー市」相

互協力に関する協定を締結したいので、那須塩原市議会基本条例（平成２４年那須塩

原市条例第１号）第１１条第３号の規定に基づき、議会の議決を求める。 

 

 

令和４年１１月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 

 

 

１ 協定の相手方 ベトナム社会主義共和国カントー市 

２ 協 定 内 容 別紙のとおり 
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「日本国・那須塩原市」と「ベトナム社会主義共和国・カントー市」

相互協力に関する協定書（共同声明） 

 

日本国那須塩原市市長 渡辺 美知太郎とベトナム社会主義共和国カントー市人民委員会

委員長 トラン・ビエト・チュオンは、２０２２年 月 日、            に

において、那須塩原市及びカントー市の相互発展に向けた会談を行った。 

 

那須塩原市及びカントー市は、日本国及びベトナム社会主義共和国の友好関係の発展に貢献

するため、両市の友好的な共同活動を促進し、次の内容について、公式な協力関係を結ぶこと

を決定する。 

 

内 容 

 

１ 両市は、観光業及び農業の分野を中心に、イベントの開催、代表団の交流及び会議を行

い、情報交換及び関係強化に努めること。 

 

２ 那須塩原市は「秘書課」、カントー市は「外務局」が本協定に関する窓口となり、この

協定に掲げる事項の推進及び調整に努めること。 

 

３ この協定に定めのない事項は、その都度、両市が友好的に協議して定めること。 

 

４ 両市は、日本国及びベトナム社会主義共和国が締結し、又は加入している国際条約、各国

の法律等の定めにより、この協定の内容を履行することが難しい場合があることをあらかじ

め承諾すること。 

 

５ この協定の内容の変更及び解除は、両市の合意によって署名された文書でのみ行うことが

できることとする。 

 

この協定書は、日本語及びベトナム語で２部作成され、両市はそれぞれ１部ずつ保管し、同

一の効力を有し、署名の日から効力を発する。 

 

 

     年 月 日 

 
 

日本国 

那須塩原市市長 

 

 

 

 

 

（署名） 

ベトナム社会主義共和国 

カントー市人民委員会委員長 

 

 

 

 

 

（署名） 
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議案 第９８号 

 

 

公の施設の指定管理者の指定について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の規定により、次の

とおり指定管理者を指定することについて、議会の議決を求める。 

 

令和４年１１月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎  

 

 

指定管理者に管理を行 

わせる公の施設の名称 

那須塩原市元気アップデイサービスセンターさくら 

那須塩原市元気アップデイサービスセンターはつらつ 

那須塩原市元気アップデイサービスセンターしおばら 

指定管理者となる団体 

那須塩原市南郷屋５丁目１６３番地７６５ 

公益社団法人那須塩原市シルバー人材センター 

理事長 青木 冨士夫 

指定の期間 令和５年４月１日から令和８年３月３１日まで 
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議案 第９９号 

 

 

公の施設の指定管理者の指定について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の規定により、次の

とおり指定管理者を指定することについて、議会の議決を求める。 

 

令和４年１１月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎  

 

 

指定管理者に管理を行 

わせる公の施設の名称 
那須塩原市黒磯文化会館 

指定管理者となる団体 

那須塩原市上厚崎４９０番地 

公益財団法人那須塩原市文化振興公社 

理事長 月井 祐二 

指定の期間 令和５年４月１日から令和７年３月３１日まで 
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議案 第１００号 

 

 

市道路線の認定及び廃止について 

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第１項及び第１０条第１項の規定に基

づき、那須塩原市道路線を次のとおり認定し、及び廃止したいので、同法第８条第２

項及び第１０条第３項の規定により準用する第８条第２項の規定により、議会の議決

を求める。 

 

令和４年１１月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎   

 

認定路線 

路線番号 路線名 起点 終点 備考 

Ｋ３０６６ 唐杉３０６６号線 唐杉 唐杉  

Ｋ３０６７ 唐杉３０６７号線 唐杉 唐杉  

Ｋ３０６８ 前弥六３０６８号線 前弥六 前弥六  

Ｋ３０６９ 大原間３０６９号線 大原間 大原間  

Ｋ３０７０ 豊浦町３０７０号線 豊浦町 豊浦町  

Ｋ３０７１ 豊浦町３０７１号線 豊浦町 豊浦町  

Ｋ３０７２ 前弥六３０７２号線 前弥六 前弥六  

Ｎ１５３８ 石林１５３８号線 石林 石林  

Ｎ１５３９ 西大和１５３９号線 西大和 西大和  

Ｎ１５４０ 西大和１５４０号線 西大和 西大和  

Ｎ１５４１ 一区町１５４１号線 一区町 一区町  

Ｎ１５４２ 西三島１５４２号線 西三島三丁目 西三島三丁目  

Ｎ１５４３ 西三島１５４３号線 西三島三丁目 西三島三丁目  
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廃止路線 

路線番号 路線名 起点 終点 備考 

Ｎ１２１ 西三島１２１号線 西三島三丁目 西三島三丁目  

Ｎ１２２ 西三島１２２号線 西三島三丁目 西三島三丁目  
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